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イ 魚肉ハムに使用するつなぎは、「つなぎ」の文字の次に、括弧を付して、使用した原材料をそ
の最も一般的な名称をもって、原材料に占める重量の割合の多いものから順に記載すること。
ウ 魚肉ソーセージに使用した結着材料が２種類以上である場合は、「結着材料」の文字の次に、
括弧を付して、使用した原材料をその最も一般的な名称をもって、原材料に占める重量の割合
の多いものから順に記載すること。
エ 特種魚肉ソーセージの種ものは、「種もの」の文字の次に、括弧を付して、使用した原材料を
その最も一般的な名称をもって、原材料に占める重量の割合の多いものから順に記載すること。
オ 栄養強化の目的で使用される食品添加物にあっては、食品衛生法施行規則（昭和23年厚生省
令第23号）第21条第１項第１号ホ括弧書の規定にかかわらず、他の食品添加物と同様に記載す
ること。

第 四 条 第 一 項 第 五 号 を 削 り 、 同 条 第 二 項 本 文 中 「、調理方法 」 及 び た だ し 書 を 削 る 。

別 表 （ 四 条 関 係 ） を 削 る 。

附 則

平 成 二 十 三 年 三 月 三 十 一 日 以 前 に 製 造 さ れ 、 加 工 さ れ 、 又 は 輸 入 さ れ る 魚 肉 ハ ム 及 び 魚 肉 ソ ー セ ー

ジ の 品 質 に 関 す る 表 示 に つ い て は 、 こ の 告 示 に よ る 改 正 前 の 魚 肉 ハ ム 及 び 魚 肉 ソ ー セ ー ジ 品 質 表 示 基

準 の 規 定 の 例 に よ る こ と が で き る 。

〇 農 林 水 産 省 告 示 第 千 二 百 二 十 五 号

農 林 物 資 の 規 格 化 及 び 品 質 表 示 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 七 十 五 号 ） 第 十 九 条

の 十 三 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 特 殊 包 装 か ま ぼ こ 類 品 質 表 示 基 準 （ 平 成 十 二 年 十 二 月 十 九 日 農 林 水 産

省 告 示 第 千 六 百 五 十 六 号 ） は 、 廃 止 し 、 平 成 二 十 一 年 九 月 三 十 日 か ら 施 行 す る 。

平 成 二 十 一 年 八 月 三 十 一 日 農 林 水 産 大 臣 石 破 茂

附 則

（ 特 殊 包 装 か ま ぼ こ 類 品 質 表 示 基 準 の 廃 止 に 伴 う 経 過 措 置 ）

１ 平 成 二 十 三 年 三 月 三 十 一 日 以 前 に 製 造 さ れ 、 加 工 さ れ 、 又 は 輸 入 さ れ る 特 殊 包 装 か ま ぼ こ 類 の 品

質 に 関 す る 表 示 に つ い て は 、 こ の 告 示 に よ る 廃 止 前 の 特 殊 包 装 か ま ぼ こ 類 品 質 表 示 基 準 の 規 定 の 例

に よ る こ と が で き る 。

（ 加 工 食 品 品 質 表 示 基 準 の 一 部 改 正 ）

２ 加 工 食 品 品 質 表 示 基 準 （ 平 成 十 二 年 三 月 三 十 一 日 農 林 水 産 省 告 示 第 五 百 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ

う に 改 正 す る 。

別 表 ４ 中 特 殊 包 装 か ま ぼ こ 類 の 項 を 削 る 。

〇 農 林 水 産 省 告 示 第 千 二 百 二 十 六 号

農 林 物 資 の 規 格 化 及 び 品 質 表 示 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 七 十 五 号 ） 第 十 九 条

の 十 三 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 風 味 か ま ぼ こ 品 質 表 示 基 準 （ 平 成 十 二 年 十 二 月 十 九 日 農 林 水 産 省 告 示

第 千 六 百 五 十 七 号 ） は 、 廃 止 し 、 平 成 二 十 一 年 九 月 三 十 日 か ら 施 行 す る 。

平 成 二 十 一 年 八 月 三 十 一 日 農 林 水 産 大 臣 石 破 茂

附 則

平 成 二 十 三 年 三 月 三 十 一 日 以 前 に 製 造 さ れ 、 加 工 さ れ 、 又 は 輸 入 さ れ る 風 味 か ま ぼ こ の 品 質 に 関 す

る 表 示 に つ い て は 、 こ の 告 示 に よ る 廃 止 前 の 風 味 か ま ぼ こ 品 質 表 示 基 準 の 規 定 の 例 に よ る こ と が で き

る 。
〇 経 済 産 業 省 告 示 第 二 百 七 十 六 号

電 気 事 業 法 （ 昭 和 三 十 九 年 法 律 第 百 七 十 号 ） 第 七 十 条 第 二 項 に お い て 準 用 す る 同 法 第 六 十 九 条 第 一

項 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の よ う に 同 法 第 五 十 条 の 二 第 三 項 、 第 五 十 二 条 第 三 項 及 び 第 五 十 五 条 第 四 項 の

登 録 の 更 新 を し た の で 、 電 気 事 業 法 施 行 規 則 （ 平 成 七 年 通 商 産 業 省 令 第 七 十 七 号 ） 第 百 十 三 条 に お い

て 準 用 す る 同 令 第 百 七 条 の 規 定 に 基 づ き 、 公 示 す る 。

平 成 二 十 一 年 八 月 三 十 一 日 経 済 産 業 大 臣 二 階 俊 博

〇 経 済 産 業 省 告 示 第 二 百 七 十 七 号

エ ネ ル ギ ー 供 給 事 業 者 に よ る 非 化 石 エ ネ ル ギ ー 源 の 利 用 及 び 化 石 エ ネ ル ギ ー 原 料 の 有 効 な 利 用 の 促

進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 一 年 法 律 第 七 十 二 号 ） 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 エ ネ ル ギ ー 供 給 事 業

者 に よ る 非 化 石 エ ネ ル ギ ー 源 の 利 用 及 び 化 石 エ ネ ル ギ ー 原 料 の 有 効 な 利 用 の 促 進 に 関 す る 基 本 方 針 を

次 の よ う に 定 め た の で 告 示 す る 。

平 成 二 十 一 年 八 月 三 十 一 日 経 済 産 業 大 臣 二 階 俊 博

エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用
の促進に関する基本方針

我が国のエネルギー供給事業者によって供給されるエネルギーの供給源の相当部分を化石燃料が占
めており、かつ、エネルギー供給事業に係る環境への負荷を低減することが重要となっている状況下
において、エネルギー供給事業者が、資源の枯渇のおそれが少なく、環境への負荷が少ない非化石エ
ネルギー源の利用や、化石エネルギー原料の有効な利用を図ることが重要となっている。
このため、エネルギー供給事業者は、太陽光、風力等の再生可能エネルギー源、原子力等の非化石
エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に努めることが必要である。
また、このうち、太陽光については、再生可能エネルギー源の中でも潜在的な利用可能量が多く、
需要の拡大や技術革新による発電コストの低減等を通じて、その利用の促進を図ることが重要である。
この太陽光を変換して得られる電気（以下「太陽光発電による電気」という。）の調達を促進する見
地から必要な事項は、以下のとおりとする。
第一 事業者が講ずべき措置に関する事項
エネルギー供給事業者のうち電気事業者は、太陽光発電による電気を電気事業者が適正な価格で買
い取ること等を定める制度（以下「買取制度」という。）に基づき、当該電気を調達するものとする。
第二 施策に関する事項
一 買取制度
国は、次に掲げる基本的な考え方に基づき、買取制度を定め、着実に運用するものとする。

\ 電気事業者が、一定の期間において適正な価格により太陽光発電による電気の買取り（以下
単に「買取り」という。）を行うことが重要であること。

] 買取りの価格については、太陽光発電に係る設備の設置者の負担の水準、投資回収に要する
年数、国及び地方自治体による財政支援の水準、電力需要家の負担の水準等を勘案し、太陽光
発電による電気の調達の促進に資するよう設定するとともに、太陽光発電に係る設備のコスト
低減を図りつつ、買取りの価格を引き下げることが重要であること。

^ 買取りの期間については、国及び地方自治体による財政支援の水準、電力需要家の負担の水
準等を勘案し、適切な投資回収が可能となる期間の設定が重要であること。

_ 買取りの対象については、太陽光発電による電気の量のうち、当該太陽光発電に係る設備の
設置者が自ら消費する量を除いた余剰の量を対象とし、一般家庭、工場、事業所、公的施設等
の太陽光発電による電気を対象とすることが重要であること。

` 買取りに係る費用を電気事業者による電気の供給の対価を構成する要素として、適切に全て
の電力需要家に対して転嫁する「全員参加型」の制度とすることが重要であること。

二 広報等
国は、買取りに係る費用の円滑かつ適正な転嫁に寄与するため、買取制度の趣旨及び内容につ
いて、広報及び広聴活動を通じて国民に周知を図り、その理解と協力を得るよう努めるものとす
る。また、国民からの買取制度の内容に係る照会等に対し、適切に対応するよう努めるものとす
る。�
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